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23 日機輸国第 250 号 

平成24年1月10日 

各 位 

日本機械輸出組合 

専務理事 倉持治彦 

 

「中国特許侵害訴訟対策セミナー」の開催について 

セミナー会場変更のご案内 

 

 セミナー定員の超過により、会場を、同会館の『地下２階 ホール』に変更いた
しましたので、お間違えのないようにお願い申し上げます。 
 
 中国において、日本企業（日系現地法人を含む）絡みの訴訟が増加しています。しかし、

殆どの日本企業にとって中国での訴訟は初めてであり、中国の訴訟に関する法令や実務運用に

も不慣れであるため、どのように対処すればよいのか分からずに困っている企業が多く見られ

ます。日本企業は、中国における訴訟の実際を知り、実務上の対応策を事前によく検討してお

くことがますます重要となっています。 

そこで、当組合では、「中国の特許侵害訴訟の実務上の留意点」及び「中国無効審判の実務

と戦略」について解説する「中国特許侵害訴訟対策セミナー」を開催することといたしました。

各位奮ってご参加下さいますようご案内申し上げます。 

つきましては、参加を希望される方は、下記の申込方法よりお申し込み下さい。 

本セミナーでは、第一部で、最新の現地動向をふまえつつ、中国の特許侵害訴訟の実際を紹

介するとともに、日本企業が陥りやすい落とし穴や実務上特に留意すべきポイントについて解

説します。 

第二部では、中国での無効審判及び訂正請求における実務上の留意点を請求人及び被請求人

の観点から解説します。中国の無効審判では、代理人との意思疎通、口頭審理での弁論等が日

本の場合と比較して勝敗を決する重要な要素となります。また、警告や侵害訴訟との関係を考

慮した無効審判の戦略についても解説します。                敬具 

                          

記 

Ⅰ．日時：平成２４年２月１５日（水） １３：００～１７：００ 

Ⅱ．場所：機械振興会館  ６階会議室 ６Ｄ－１～３ 地下２階 ホール 

港区芝公園３－５－８ http://www.jspmi.or.jp/kaigishitsu/access.html 

定員超過により会場を変更致しましたので、お間違えのないようにお願い申し上げます。 

Ⅲ．講演内容：  

第一部：「中国の特許侵害訴訟の実務上の留意点」 

講師：森・濱田松本法律事務所 弁護士、博士（法学） 遠藤 誠 氏 

１．中国の司法に携わる人々の実態（裁判官、律師及び特許代理人） 

２．訴訟代理人（律師、特許代理人）の探し方、選び方、依頼の仕方、報酬の決め方 

３．訴訟の準備はどうすればよいのか（事実関係の調査、調査会社の探し方と選び方、証拠の
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収集、中国と日本の公証手続） 

４．訴訟提起するか否かの際の判断事項（警告状の送付、裁判管轄、請求原因など） 

５．第一審手続の進み方（実例をふまえて） 

６．証拠及び立証（証拠は原本でなければならないか、電磁的記録の証拠能力など） 

７．侵害・非侵害の判断（特許クレームの解釈手法、均等論、禁反言など） 

８．被告の防御手段（管轄異議、無効審判による訴訟停止、先使用権、公知技術の抗弁、非侵

害確認訴訟） 

第二部：「中国無効審判の実務と戦略」 

講師：大野総合法律事務所 弁理士 加藤 真司 氏 

１．警告及び侵害訴訟と無効審判（警告を受けた場合の先行技術調査、警告書に対する回答、

無効審判請求による侵害訴訟の中断） 

２．請求書の起草および請求（手続きの流れ、代理人の選択、請求理由、手続に関する法律の

規定、証拠） 

３．意見陳述書（意見陳述書（答弁書）は提出しない方が有利？、答弁期間後の意見陳述書（上

申書）は相手方に送達されない？ 

４．特許の訂正（可能な訂正方式） 

５．口頭審理（参加できる者、通訳、傍聴、書記官の記録） 

６．代理詞（内容） 

７．決定（決定の種類） 

８．審決取消訴訟 

 

※一部と二部の間に、コーヒー・ブレイクが入ります。 

 

Ⅳ．受 講 料：組合員 無料 ／ 非組合員 5,000 円 

Ⅴ．定  員：130 名 200 名（先着順） 

Ⅵ．申込方法：参加ご希望の方は、2月10日（金）までに、当組合ホームページのセミナー開

催案内（http://jmcti.org/jmchomepage/semminar/index.htm）からお申込み下さい。 

・参加者多数の場合は、締切りを繰り上げる場合がございます。 

※キャンセルされる場合は、2月10日（金）まで、下記連絡先に必ずご連絡下さい。 

ご連絡がない場合には、受講料をご負担いただきます。後日、請求書をお送りします。 

Ⅶ．受付方法： 

・セミナー当日、受付にお名刺をご提出下さい(受講券は発行いたしません)。 

・非組合員の方は、受講料を当日、会場受付にてお支払い下さい。領収書をお渡しします。 

 

以上 

本件連絡先：通商・投資グループ 江川、庫元
くらもと

 

Tel.03-3431-9348 ／ E-mail：tohshi@jmcti.or.jp              


